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179第３部　後期実行計画

第１節　安定した行財政の運営

　本町では、多様化する行政ニーズ、地方分権の推進、情報化の進展など新たな時代の変化に対応するた
め、サービスの向上と事務の効率化を重視した行政運営を推進しているとともに、まちづくりを推進する
人材である職員の能力向上を図り、行政課題に的確に対応できる組織体制とシステムづくりを進めていま
す。
　多様化する住民のニーズに応えるため、行政の簡素化、効率化を推進し、人口・財政規模に応じた行政
運営を目指していますが、経費等の縮減や効率的な行政運営を更に進める必要があります。そのため、第
9次行政改革大綱を定め、時代に即した改革を推進する方針に基づき、今後も厳しく律した行政運営を進
める必要があります。
　また、役場における対応の向上に向け、住民目線で利用しやすいと感じる窓口づくりを進めるととも
に、更に信頼される組織となるために、そこで働く職員の能力向上に向け、毎年職員研修を実施していま
す。加えて、人事評価制度の深度と理解を深めるための研修を継続的に行い、的確な人事評価を行うこと
によって、職員の働く意識の向上に努めていますが、職員の健康管理への意識向上及び職場環境の整備と
併せて、引き続き取組を進める必要があります。

●行政需要や財政規模に応じた、より効率的かつ効果的な行政運営の推進に努めます。
●優秀な人材の確保と若手職員の育成に努めるとともに、明るく働きやすい職場環境を整備します。
●効率的な公文書の適正管理と、積極的な情報公開及び発信に取り組みます。
●利用する住民に積極的に応対するなど、利用しやすいと感じる窓口づくりを行うとともに、「書かない
窓口」の実施を目指しています。

1  信頼される行政組織づくり

職員数（正職員・再任用職員） 職員研修参加者数

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

166165 168 170
185 176

（人）
300

250

200

150

100

0

50

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（人）

0

300

200

100

400

104

253

292 289

138

206

現状と課題

取組の方針

公 -1
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●その時代の行政規模を見据えた上で、効率的かつ効果的な組織機構となる柔軟な行政組織となってい
ます。

●誠実で正確かつ迅速に、また常に予算や目的、成果などを意識しながら行政運営にあたる職員に満ち
た職場となっています。

　業務の合理化、部署間の業務連携の強化などにより、行政需要や財政規模に応じた適正な組織機構の見
直しと適正な職員配置を図り、より効率的かつ効果的な行政運営の推進に努めます。

●行政改革推進事業
●弟子屈町職員提案事業

　優秀な人材の確保に努めるとともに、若手職員の育成手法を検討し、よりスピーディーな成長に取り組
むほか、人事評価制度を適正に運用し、評価結果を生かした職員の育成に努めます。
　また、ハラスメントの防止に努めるなど、明るく働きやすい職場環境の整備に取り組みます。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

　町の保有する情報が住民の財産であることを念頭に置き、公文書の適正な管理に努めます。
　また、情報公開条例に基づき適正な情報公開を行うとともに、各種統計データなど有用な情報をホーム
ページ等も含め積極的に発信します。

●文書管理適正化事業
●情報公開事業

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

●職員育成推進事業
●働きやすい職場形成事業
●人材確保事業

目指す姿

施策

主な施策推進事業 協働の役割分担

主な施策推進事業 協働の役割分担

（２）人材確保と職員の育成の推進

主な施策推進事業 協働の役割分担

（３）公文書の適正な管理と情報公開

（１）柔軟な組織運営の推進
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181第３部　後期実行計画

　全ての利用者に対し、直接対面のほかオンライン化を推進することにより、各種手続の簡素化や効率化
に努め、利用しやすいと感じる環境づくりを行います。

●ワンストップ窓口事業
●オンライン推進事業

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

指 標 名 単 位 基準値 目標値（ R11年度）

（１）高ストレス者の上位割合

（２）文書保存・保管状況巡回点検回数

（３）オンライン手続数

（４）マイナンバーカード利用業務数

%

回

手続

業務

0.0

2

40

5

16.7（R6年度）

2（R6年度）

29（R6年度）

1（R6年度）

関 連 計 画 名 計 画 期 間

弟子屈町職員人材育成基本方針

弟子屈町ハラスメントの防止等に関する指針

弟子屈町特定事業主行動計画

平成30（2018）年5月～

平成30（2018）年9月～

令和7（2025）年～令和12（2030）年

主な施策推進事業 協働の役割分担

（４）利用しやすい環境づくり

指標

関係する個別計画

関連するＳＤＧｓ（Goals）
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●その時代の行政規模を見据えた上で、効率的かつ効果的な組織機構となる柔軟な行政組織となってい
ます。

●誠実で正確かつ迅速に、また常に予算や目的、成果などを意識しながら行政運営にあたる職員に満ち
た職場となっています。

　業務の合理化、部署間の業務連携の強化などにより、行政需要や財政規模に応じた適正な組織機構の見
直しと適正な職員配置を図り、より効率的かつ効果的な行政運営の推進に努めます。

●行政改革推進事業
●弟子屈町職員提案事業

　優秀な人材の確保に努めるとともに、若手職員の育成手法を検討し、よりスピーディーな成長に取り組
むほか、人事評価制度を適正に運用し、評価結果を生かした職員の育成に努めます。
　また、ハラスメントの防止に努めるなど、明るく働きやすい職場環境の整備に取り組みます。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

　町の保有する情報が住民の財産であることを念頭に置き、公文書の適正な管理に努めます。
　また、情報公開条例に基づき適正な情報公開を行うとともに、各種統計データなど有用な情報をホーム
ページ等も含め積極的に発信します。

●文書管理適正化事業
●情報公開事業

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

●職員育成推進事業
●働きやすい職場形成事業
●人材確保事業

目指す姿

施策

主な施策推進事業 協働の役割分担

主な施策推進事業 協働の役割分担

（２）人材確保と職員の育成の推進

主な施策推進事業 協働の役割分担

（３）公文書の適正な管理と情報公開

（１）柔軟な組織運営の推進
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　本町では、長期的に持続可能な自治体経営を確立するため、的確な財政見通しにより財政の健全化を
図っています。
　そのため、経常収支比率や実質公債費比率等の、財政健全化指標の向上と適正化に努めるとともに、公
会計による経営状況の公表や公共施設更新費用の算出、中期財政計画の策定、当初予算の概要書、各施策
評価概要の発行等を行い住民に広く公開しています。
　また、税務業務の円滑な執行及び税務行政の公平かつ適正な執行に努めるとともに、納付環境の向上と
徴収強化による税負担の公平性を維持しています。そして、徴収困難な事案や高額滞納者に対しては強制
的な滞納処分も実施し、厳しい滞納処分を執行することにより、滞納者数及び高額滞納案件は減少してい
ます。
　本町が有する公有財産については、その有効活用と適正管理に努めていますが、貸付及び遊休資産売却
による財源の確保と老朽施設の除却を進めています。
　近年、本町へのふるさと納税寄附件数と寄附金額は増加しています。そのため本町では、納税者に喜ば
れる返礼品を提供するとともに、寄附金はまちづくり応援基金に積み立て、本町の活性化に向け有効に活
用していくことが求められています。

●安定的な財政運営に努めるとともに、不測な事態にも対応できる財政基盤の構築に努めます。
●各種使用料や手数料など適正な負担の検討を行うとともに、公有財産の有効活用と売却可能資産の売
却処分により財源の確保に努めます。

●ふるさと納税の返礼品の見直しに向け、新規返礼品開発、協力事業者の拡充などに取り組み、ふるさ
と納税の寄附件数及び寄附金額の向上を図ります。

●公共施設の統合や廃止、転用及び有効活用を進め、適正な公共施設の配置と管理に努めます。
●納税者ニーズに適した新たな納付方法の推進に取り組むとともに、一層の滞納整理に努め、税務行政
の信頼維持に努めます。

2  健全な財政運営の推進

ふるさと納税寄附件数 ふるさと納税寄附金額

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

225,068

45,103

300,496

213,072

363,152
328,614

（件）
400,000

300,000

200,000

100,000

0
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（百万円）

0

8,000

6,000

4,000

2,000

10,000

934.9

3,970.6

5,860.5

7,045.0

6,180.9

4,564.6

現状と課題

取組の方針
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●各種財政指標と比較し健全な状態で、身の丈に合った安定した財政運営が行われています。

　総合計画との連動かつ社会情勢に柔軟な対応を行いながら、身の丈にあった安定的な財政運営に努めま
す。
　また、物価高騰や災害等の不測な事態にも対応できる財政基盤構築のため、財政調整基金への積極的な
積立や財源の重点的かつ効率的な配分に努めるとともに、近年の大型事業開発に係る借入金償還に備える
ため、減債基金への積立により後年に多大な財政負担が発生しないよう財政健全化に努めます。
　併せて、中期財政見通しを住民と行政が共有できるよう、毎年作成し公表します。

●財政健全化事業（★「行財政経営」推進事業）
●財政見通し公表事業（★「行財政経営」推進事業）

　各種使用料や手数料など適正な負担の検討を行うことにより、住民サービスの維持に努めます。
　また、行政運営において必要な財産と行政以外で有効活用すべき財産に分け、公有財産の有効活用と不
用資産の売却処分に努めます。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

　ふるさと納税の返礼品の充実や新規返礼品開発、協力事業者のより一層の拡充などに取り組むとともに、
企業版ふるさと納税事業を推進し、寄附件数及び寄附金額の向上を目指します。

住  民

○ ◎
団体等

◎
行 政

●遊休施設売却事業
●町有地売却事業

●ふるさと納税新規返礼品開発事業
　（★「行財政経営」推進事業）
●ふるさと納税新規事業者拡充事業
　（★「行財政経営」推進事業）
●ふるさと納税ポータルサイト運営事業
　（★「行財政経営」推進事業）

目指す姿

施策

主な施策推進事業 協働の役割分担

主な施策推進事業 協働の役割分担

（２）自主財源の確保

主な施策推進事業 協働の役割分担

（３）ふるさと納税の寄附件数及び寄附額の向上

（１）安定的な財政運営
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　本町では、長期的に持続可能な自治体経営を確立するため、的確な財政見通しにより財政の健全化を
図っています。
　そのため、経常収支比率や実質公債費比率等の、財政健全化指標の向上と適正化に努めるとともに、公
会計による経営状況の公表や公共施設更新費用の算出、中期財政計画の策定、当初予算の概要書、各施策
評価概要の発行等を行い住民に広く公開しています。
　また、税務業務の円滑な執行及び税務行政の公平かつ適正な執行に努めるとともに、納付環境の向上と
徴収強化による税負担の公平性を維持しています。そして、徴収困難な事案や高額滞納者に対しては強制
的な滞納処分も実施し、厳しい滞納処分を執行することにより、滞納者数及び高額滞納案件は減少してい
ます。
　本町が有する公有財産については、その有効活用と適正管理に努めていますが、貸付及び遊休資産売却
による財源の確保と老朽施設の除却を進めています。
　近年、本町へのふるさと納税寄附件数と寄附金額は増加しています。そのため本町では、納税者に喜ば
れる返礼品を提供するとともに、寄附金はまちづくり応援基金に積み立て、本町の活性化に向け有効に活
用していくことが求められています。

●安定的な財政運営に努めるとともに、不測な事態にも対応できる財政基盤の構築に努めます。
●各種使用料や手数料など適正な負担の検討を行うとともに、公有財産の有効活用と売却可能資産の売
却処分により財源の確保に努めます。

●ふるさと納税の返礼品の見直しに向け、新規返礼品開発、協力事業者の拡充などに取り組み、ふるさ
と納税の寄附件数及び寄附金額の向上を図ります。

●公共施設の統合や廃止、転用及び有効活用を進め、適正な公共施設の配置と管理に努めます。
●納税者ニーズに適した新たな納付方法の推進に取り組むとともに、一層の滞納整理に努め、税務行政
の信頼維持に努めます。

2  健全な財政運営の推進

ふるさと納税寄附件数 ふるさと納税寄附金額

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

225,068

45,103

300,496

213,072

363,152
328,614

（件）
400,000

300,000

200,000

100,000

0
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（百万円）

0

8,000

6,000

4,000

2,000

10,000

934.9

3,970.6

5,860.5

7,045.0

6,180.9

4,564.6

現状と課題

取組の方針
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　公共施設の統合や廃止、転用及び有効活用に努めるとともに、適正な管理を行って、施設の長寿命化を
実施します。

●公共施設統廃合推進事業
●公共施設個別長寿命化推進事業

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

指 標 名 単 位 基準値 目標値（ R11年度）

（１）実質公債費比率　※基準値は令和6年度決算に基づく。

（２）公有財産売却物件数

（３）まちづくり応援基金

（４）公共施設統廃合数

%

件

千円

箇所

13.0

20

10,000,000

5

14.1（R6年度）

11（R6年度）

8,075,135（R6年度）

0（R6年度）

関 連 計 画 名 計 画 期 間

弟子屈町公共施設等総合管理計画 令和3（2021）年度～

主な施策推進事業 協働の役割分担

（４）適正な公共施設の配置と管理

指標

関係する個別計画

関連するＳＤＧｓ（Goals）
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185第３部　後期実行計画

　本町は、釧路市、釧路町、白糠町、鶴居村、厚岸町、浜中町、標茶町に本町を含めた釧路管内の1市6
町1村との行政上のつながりが強く、事務の効率化に向け、広域的に取り組むことができる事業を実施し、
住民生活の安定化と事務及び経費軽減を図っています。
　北海道内で8番目の広域連合として平成14（2002）年に誕生した釧路広域連合は、
現在、釧路市、釧路町、厚岸町、弟子屈町、鶴居村、白糠町の1市4町1村で構成されており、構成市町
村の可燃ごみの処理を行っています。
　今後、人口減少により各自治体単独では成り立っていけなくなる時代が到来することに備え、近隣自治
体との連携強化や、管内広域での取組がより一層重要となりますが、事務の効率化による住民サービスの
向上と、広域行政の推進を図ることで町内住民の生活安定と向上に努める必要があります。

●北海道からの権限移譲事務の受託に取り組むとともに、地方の裁量の自由度が増す取組について、適
切に対応します。

●行政運営の効率性向上や住民の利便性の向上に資する事務事業の、近隣の市町村との連携や共同化を
進めます。

3  自治体間連携の推進

観光プロジェクト（釧路空港前の花壇植樹） 森のプロジェクト（木育フェア）

●自治体間や事務の権限移譲により、効果的な自治体運営や住民サービスが向上しています。

現状と課題

取組の方針

目指す姿

184 第３部　後期実行計画

　公共施設の統合や廃止、転用及び有効活用に努めるとともに、適正な管理を行って、施設の長寿命化を
実施します。

●公共施設統廃合推進事業
●公共施設個別長寿命化推進事業

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

指 標 名 単 位 基準値 目標値（ R11年度）

（１）実質公債費比率　※基準値は令和6年度決算に基づく。

（２）公有財産売却物件数

（３）まちづくり応援基金

（４）公共施設統廃合数

%

件

千円

箇所

13.0

20

10,000,000

5

14.1（R6年度）

11（R6年度）

8,075,135（R6年度）

0（R6年度）

関 連 計 画 名 計 画 期 間

弟子屈町公共施設等総合管理計画 令和3（2021）年度～

主な施策推進事業 協働の役割分担

（４）適正な公共施設の配置と管理

指標

関係する個別計画

関連するＳＤＧｓ（Goals）
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指 標 名 単 位 基準値 目標値（ R11年度）

（１）権限移譲した事務の件数

（２）釧路管内広域プロジェクト数　※一部事務組合等含む。

件

事業

400

5

317（R6年度）

5（R6年度）

関 連 計 画 名 計 画 期 間

釧路定住自立圏共生ビジョン 平成22（2010）年～

　住民の利益になることや行財政の効率化が図られる観点から、北海道からの権限移譲事務の受託に取り
組みます。
　また、地方分権社会構築のため、地方の裁量の自由度が増す取組について、適切に対応します。

●地方分権推進事業
●権限移譲推進事業

　行政運営の効率性や、住民の利便性の観点から必要な事務事業は、近隣の市町村との連携を図り、共同
化を進めます。
　また、財源や事業実施の面で国や北海道と連携します。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政●広域行政推進事業

●釧路管内広域プロジェクト推進事業

施策

主な施策推進事業 協働の役割分担

主な施策推進事業 協働の役割分担

（２）広域行政の推進

（１）地方分権への対応

指標

関係する個別計画

関連するＳＤＧｓ（Goals）
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187第３部　後期実行計画

第２節　住民と行政の新たな架け橋づくり

　本町では、住民がまちづくりに参加しやすくするためには、まず住民と行政による情報の共有が重要で
あるという考えに基づき、町の仕事などまちづくりに関する情報を正確かつ適切に収集し、分かりやすく
住民に提供するとともに、町外に対しても積極的にまちの良さをPRしています。
　そのため、広報活動指針を策定し、広報や広聴を通じて情報の収集やPRを行うことにより、町民との
情報共有を図っています。
　本町の広報紙は、毎月1回発行していますが、全編カラー化することで住民の関心と親しみやすさを実
現しています。また、住民への情報発信については、新たにYouTube（ユーチューブ）、Ⅹ（旧ツイッ
ター）を行っており、LINE（ライン）などとも連動させ、即時性の高い情報発信はもちろん、動画による
視認性の高い情報発信を行っています。
　これにより、町のユーチューブ公式チャンネルでの動画配信については、今では欠かすことができない
媒体となっています。これまでの「ムーブてしかが」に加え、動画での町公式ニュースを頻繁に配信して
おり、「今」の町の動きが動画で提供されていますが、住民にとっても行政の動きはもちろん、町の動き
が分かる貴重な媒体となっています。
　今後は、町長からの「生の言葉」の配信や内容の充実、地域課題を掘り下げるような問題提起型の配信
も進めていく必要があるとともに、町の公式ホームページの適切な運用や、若年層に浸透するよう広報活
動として情報伝達方法（SNSなど）を増やし、ブランドマネジメントの浸透に向け、全ての住民と町外の
方に弟子屈町を魅力的に感じてもらえ、伝わる広報活動を全職員で行うことが求められています。

1  住民に役立つ広報・広聴の推進

SNSフォロワー・登録者 町ホームページ閲覧数

令和7年度

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（人）

1,233

6,618

3,257

令和6年度

1,153

6,202

3,073

令和5年度

1,017

5,071

2,888

令和4年度

851

4,356

2,625

令和3年度

652

3,278

2,353

■ツイッター ■ユーチューブ ■ライン

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（PV）

729,949

248,377

750,641

265,305

764,940

260,340

682,446

270,816

682,200

286,758

0

600,000

800,000

400,000

200,000

1,000,000

ページビュー セッション

現状と課題

公 -2

186 第３部　後期実行計画

指 標 名 単 位 基準値 目標値（ R11年度）

（１）権限移譲した事務の件数

（２）釧路管内広域プロジェクト数　※一部事務組合等含む。

件

事業

400

5

317（R6年度）

5（R6年度）

関 連 計 画 名 計 画 期 間

釧路定住自立圏共生ビジョン 平成22（2010）年～

　住民の利益になることや行財政の効率化が図られる観点から、北海道からの権限移譲事務の受託に取り
組みます。
　また、地方分権社会構築のため、地方の裁量の自由度が増す取組について、適切に対応します。

●地方分権推進事業
●権限移譲推進事業

　行政運営の効率性や、住民の利便性の観点から必要な事務事業は、近隣の市町村との連携を図り、共同
化を進めます。
　また、財源や事業実施の面で国や北海道と連携します。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政●広域行政推進事業

●釧路管内広域プロジェクト推進事業

施策

主な施策推進事業 協働の役割分担

主な施策推進事業 協働の役割分担

（２）広域行政の推進

（１）地方分権への対応

指標

関係する個別計画

関連するＳＤＧｓ（Goals）



188 第３部　後期実行計画

●広報紙とホームページの更なる充実に取り組むとともに、本町のシティプロモーション活動を推進し
ます。

●住民が意見を言いやすい公聴活動を拡充するとともに、住民へのニーズ調査を定期的に実施します。
また、審議会等の委員は偏ることのないように努めます。

指 標 名 単 位 基準値 目標値（ R11年度）

（１）弟子屈町広報モニターからの意見等への反映

（２）タウンメールへの回答率

回

%

4

100.0

2（R4～R7年度）

100.0（R6年度）

関 連 計 画 名 計 画 期 間

弟子屈町広報活動指針 令和元（2019）年度～

　まちづくり情報の中心として広報紙とホームページの更なる充実、及び地上デジタル放送による本町の
データ放送や SNSの活用を図ります。

●広報活動推進事業
●ホームページ運用事業

　住民が意見を言いやすいさまざまな機会を使った公聴活動と、意見を丁寧に扱う行政運営に取り組むと
ともに、住民の考えをまちづくりに反映するため、ニーズ調査を定期的に実施します。
　また、審議会等の委員の選出にあたっては、公平な人選に努めます。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

住  民

○ ○
団体等

○
行 政●広聴活動推進事業

●全ての住民が、紙媒体、デジタル媒体などを通し、高い関心をもって行政情報を得られ、活用できる
ようになっています。

取組の方針

施策

主な施策推進事業 協働の役割分担

主な施策推進事業 協働の役割分担

（２）住民が参加する行政運営の推進

（１）広報活動の充実

指標

関係する個別計画

関連するＳＤＧｓ（Goals）

目指す姿
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189第３部　後期実行計画

　本町では、住民が情報を取得しやすくするために、さまざまな地域情報基盤の充実に努めています。
　町内には地上デジタルテレビ難視聴区域がありますが、情報通信基盤設備（光ケーブル）を活用した難
視聴対策及び情報インフラの整備を推進し、令和元年度には、川湯デジタルテレビ中継局の維持管理及び
難視聴区域の解消を図り、令和6年度からは送信機の更新を進めています。
　また、マイナンバーによる情報ネットワークを通じ、戸籍関係情報が確認可能となり、将来的に行政手
続における戸籍証明書の添付省略や広域交付ができるよう、戸籍情報・附票システムの構築に取り組んで
いますが、こうした取組を進める上で、データセンター利用による職員の負担減や安全性を確保すること
が必要であり、現在、6町村（白糠町、釧路町、弟子屈町、厚岸町、浜中町、鶴居村）での戸籍システム
共同利用に係るシステムの構築に向けた取組や、マイナンバーでの対応の拡大を進めています。
　今後は、情報システム及び機器を適宜更新するとともに、住民の利便性や安全・安心を図るシステムの
導入に向け、老朽化や制度改正など時代の変化に対応した総合行政システムの構築が求められています。
　また、デジタル社会の構築に向けて、本町が取り組むべき各種施策を着実に進めることが求められてい
ます。

●行政事務手続のオンライン化を推進し、マイナンバーカードの活用を踏まえた行政サービスの向上を
図ります。

●利便性の向上が進むマイナンバーカードを、多くの住民が活用できるよう普及を図ります。
●AI・RPA等のICTを活用し業務の効率化を図るとともに、スマート自治体への展開を図ります。
●スマートフォンの不安定受信地域の解消に取り組むとともに、多くの住民が情報化の利便性を認める
取組を進めます。

2  デジタル・ガバメントの推進

マイナンバーカード交付状況

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

（枚） （％）

1,420

19.99

2,147

30.95 4,562
5,230

66.70

5,784

87.00
78.07

6,384

98.69

0

6,000

8,000

4,000

2,000

10,000

0

60

80

40

20

100

交付枚数 交付率

現状と課題

取組の方針
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●広報紙とホームページの更なる充実に取り組むとともに、本町のシティプロモーション活動を推進し
ます。

●住民が意見を言いやすい公聴活動を拡充するとともに、住民へのニーズ調査を定期的に実施します。
また、審議会等の委員は偏ることのないように努めます。

指 標 名 単 位 基準値 目標値（ R11年度）

（１）弟子屈町広報モニターからの意見等への反映

（２）タウンメールへの回答率

回

%

4

100.0

2（R4～R7年度）

100.0（R6年度）

関 連 計 画 名 計 画 期 間

弟子屈町広報活動指針 令和元（2019）年度～

　まちづくり情報の中心として広報紙とホームページの更なる充実、及び地上デジタル放送による本町の
データ放送や SNSの活用を図ります。

●広報活動推進事業
●ホームページ運用事業

　住民が意見を言いやすいさまざまな機会を使った公聴活動と、意見を丁寧に扱う行政運営に取り組むと
ともに、住民の考えをまちづくりに反映するため、ニーズ調査を定期的に実施します。
　また、審議会等の委員の選出にあたっては、公平な人選に努めます。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

住  民

○ ○
団体等

○
行 政●広聴活動推進事業

●全ての住民が、紙媒体、デジタル媒体などを通し、高い関心をもって行政情報を得られ、活用できる
ようになっています。

取組の方針

施策

主な施策推進事業 協働の役割分担

主な施策推進事業 協働の役割分担

（２）住民が参加する行政運営の推進

（１）広報活動の充実

指標

関係する個別計画

関連するＳＤＧｓ（Goals）

目指す姿
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　未導入のシステムについて、費用対効果の面から導入を検討するとともに、マイナンバーカードを活用
したオンライン手続を検討・推進します。

　デジタル化によるメリットを享受できる地域社会のデジタル化を集中的に推進するとともに、住民のマ
イナンバーカード保有の推進に努めます。
　また、デジタル化が進むことによる行政手続・サービスの利用方法等に関する助言・相談等を実施し、
併せて窓口での適切な対応により、デジタルデバイド対策を推進します。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政●マイナンバーカード活用事業（★「くらしづくり」推進事業）

●デジタルデバイド対策事業（★「くらしづくり」推進事業）

　弟子屈町 DX 計画を策定するとともに、先行して AI・RPA 等の ICT を活用した業務プロセスを検討し
ます。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政●弟子屈町DX計画策定事業（★「くらしづくり」推進事業）

●AI・RPA対象事業設定事業
●AI導入活用事業（★「くらしづくり」推進事業）

●行政機能の強靭化が図られているとともに、デジタル化と既存の窓口業務を並行した住民への利便性
向上が図られています。

●住民一人一人のニーズに合ったサービスを選ぶことができ、誰一人取り残さない、人に優しいデジタ
ル化社会の実現が進んでいます。

●オンライン手続検証事業（★「くらしづくり」推進事業）
●システムの検討、更新事業（★「くらしづくり」推進事業）
●セキュリティ対策事業

施策

主な施策推進事業 協働の役割分担

主な施策推進事業 協働の役割分担

（２）情報化推進による住民サービスの向上

主な施策推進事業 協働の役割分担

（３）スマート自治体の推進

（１）行政手続のオンライン化の推進

目指す姿
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191第３部　後期実行計画

指 標 名 単 位 基準値 目標値（ R11年度）

（１）オンライン手続数

（２）マイナンバーカード利用業務数

（３）AI導入活用業務数

（４）地域情報化及び難視聴対策における要望
への対応率

手続

業務

業務

%

40

5

5

100.0

29（R6年度）

1（R6年度）

0（R6年度）

100.0（R6年度）

関 連 計 画 名 計 画 期 間

弟子屈町DX計画 令和8（2026）年度～

　情報化社会において、住民への広報や広聴活動に活用するため、情報基盤の十分な活用が図られるよう、
啓発活動や普及活動に取り組みます。
　また、携帯電話（スマートフォン）による行政の情報提供を進めるため、受信の安定化に取り組みます。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政●地域情報化基盤推進事業

●難視聴対策事業

主な施策推進事業 協働の役割分担

（４）地域情報基盤の充実

指標

関係する個別計画

関連するＳＤＧｓ（Goals）
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　未導入のシステムについて、費用対効果の面から導入を検討するとともに、マイナンバーカードを活用
したオンライン手続を検討・推進します。

　デジタル化によるメリットを享受できる地域社会のデジタル化を集中的に推進するとともに、住民のマ
イナンバーカード保有の推進に努めます。
　また、デジタル化が進むことによる行政手続・サービスの利用方法等に関する助言・相談等を実施し、
併せて窓口での適切な対応により、デジタルデバイド対策を推進します。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政●マイナンバーカード活用事業（★「くらしづくり」推進事業）

●デジタルデバイド対策事業（★「くらしづくり」推進事業）

　弟子屈町 DX 計画を策定するとともに、先行して AI・RPA 等の ICT を活用した業務プロセスを検討し
ます。

住  民

○ ○
団体等

◎
行 政●弟子屈町DX計画策定事業（★「くらしづくり」推進事業）

●AI・RPA対象事業設定事業
●AI導入活用事業（★「くらしづくり」推進事業）

●行政機能の強靭化が図られているとともに、デジタル化と既存の窓口業務を並行した住民への利便性
向上が図られています。

●住民一人一人のニーズに合ったサービスを選ぶことができ、誰一人取り残さない、人に優しいデジタ
ル化社会の実現が進んでいます。

●オンライン手続検証事業（★「くらしづくり」推進事業）
●システムの検討、更新事業（★「くらしづくり」推進事業）
●セキュリティ対策事業

施策

主な施策推進事業 協働の役割分担

主な施策推進事業 協働の役割分担

（２）情報化推進による住民サービスの向上

主な施策推進事業 協働の役割分担

（３）スマート自治体の推進

（１）行政手続のオンライン化の推進

目指す姿
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